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ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金　よくあるご質問【事業化状況・知的財産権等報告書】

～目次～

【共通事項】

【①事業場内最低賃金について】

【②事業化状況について】

【③知的財産権等について】

【④現在の状況について】

【⑤製品情報について】

よくあるご質問「事業化状況・知的財産権報告書」
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No. 質問 回答 更新履歴

【共通事項】事業化状況・知的財産権等報告システム 操作マニュアル（事業化状況報告）P.7をご参照ください

１

  システムのログイン方法は？ 下記URLよりログインしてください。

令和元年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金

	「事業化状況・知的財産権等報告システム」のURL

https://report.r1mono-system.jp/jigyo/Authority/LoginCompanies/

ログインの際に以下が必要となります

（１）GビズIDプライムのアカウントID

（２）ＧビズＩＤプライムのパスワード

２

事業化報告シミュレーションも必須ですか？ 必須ではございませんが、売上額等の予想値を入力すると、収益納付額等が自動で計算され

ますのでご活用ください。（当年度の収益納付額だけでなく、６年目までの収益納付額が計

算できます。）
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No. 質問 回答 更新履歴

【①事業場内最低賃金について】 事業化状況・知的財産権等報告システム 操作マニュアル（事業化状況報告）P.11をご参照ください

1

事業場内最低賃金はいつの支払い金額となりますか？ 毎年３月分の賃金台帳の金額をご報告ください。こちらにご報告いただく３月の賃金台帳と

は以下のいずれかに該当するものです。

①報告年３月分と記載がある

②以下アもしくはイに該当する

　ア）締日が３月１日から３月３１日である

　イ）支給日が３月１日から３月３１日である

※事業者名の記載は必須です。

※詳細は資料『賃金台帳の記入例』をご参照ください。

2

４月に昇給しているのですが、４月の賃金でも良いです

か？

３月の賃金をご報告ください。

３

何を添付するのでしょうか？ ３月の賃金台帳（以下、２種類）をご提出ください。

（１）事業場内で働く全従業員の賃金台帳

（２）３月時点の事業場内最低賃金対象者の1名の賃金台帳（複数いる場合1名分で可）

※記入例をご参照のうえ記載事項を必ずご記入ください。
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No. 質問 回答 更新履歴

4

最低賃金を＋30 円できていない場合は？ 「3 月末までに」地域別最低賃金対比＋30円上がっていることが基本要件です。

「4月1日（以降）に」ではありません。どのような雇用形態の人でも地域別最低賃金＋30

円を満たす必要があります。ただし、都道府県労働局長から最低賃金の減額特例の許可を受

けている労働者は地域別最低賃金＋30円を満たしている必要はありません。となります。

◆ 未達の場合は返還対象となりますのでご留意ください。

✓ 公募要領記載＜事業場内最低賃金の増加目標が未達の場合＞

・補助事業を完了した事業年度の翌年度以降、事業計画期間中の毎年３月末時点において、

事業場内最低賃金の増加目標が達成できていない場合は、補助金額を事業計画年数で除した

額 の返還を求めます。

◆ 免除規定

　18次まで　公募要領記載＜事業場内最低賃金の増加目標が未達の場合＞

・ただし、付加価値額増加率が年率平均１．５％に達しない場合や、天災など事業者の責め

に負わない理由がある場合は、上記の補助金一部返還を求めません。また、再生事業者であ

る場合には、目標が達成できなかった場合であっても返還を求めません。

 　19次以降　公募要領記載＜賃金の増加要件が未達の場合＞

・ただし、付加価値額が増加しておらず、かつ企業全体として3～5年の事業計画期間の過半

数が営業利益赤字の場合や、天災など事業者の責めに負わない理由がある場合は、上記の補

助金の一部返還を求めません。また、再生事業者である場合には、目標が達成できなかった

場合であっても返還を求めません。

 ◆ 猶予について

✓ 2次から13次 ※ 新型コロナウイルスの感染拡大の影響が継続している状況に鑑み、補助

事業実施年度の付加価値 額及び賃金の引上げを求めず、目標値の達成年限の１年猶予を可

能とします（回復型賃上げ・雇用拡大枠を除く）。

・・・詳細は資料『事業場内最低賃金条件について①達成年限の１年猶予②未達成時の免除

2025/8/15修正

５

役員しかいない場合はどうしたらいいですか？ 従業員数0 人とします。その場合、賃金額や労働時間の入力は不要（返還要否の判定対象

外）です。 ただし「回復型賃上げ雇用拡大枠」の事業者様は、従業員が1人以上いる前提で

の増加目標設定に基づいて採択・交付決定されておりますので、「従業員0人」となった場

合には要件違反に該当し、即時全額返還となります（免除規定の適用はありません）。
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No. 質問 回答 更新履歴

【②事業化状況について】事業化状況・知的財産権等報告システム 操作マニュアル（事業化状況報告）P.15をご参照ください

1

まだ事業化できていない場合はどうしたらいいですか？ 事業化なしをご選択ください。

【③知的財産権等について】事業化状況・知的財産権等報告システム 操作マニュアル（事業化状況報告）P.16をご参照ください

1

会社全体の知的財産権についての報告でしょうか？ 本補助事業に係る知的財産権について報告してください。
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No. 質問 回答 更新履歴

【④現在の状況について】事業化状況・知的財産権等報告システム 操作マニュアル（事業化状況報告）P.19をご参照ください

1

現在の状況について、いつの数字を入れたら良いのでしょ

うか？

A：基準年度・・・事業計画の基準年度の数値を自動表示しております。額が確定し、基準

年度が確定したら数字を修正してください。また、基準年度が決まり数字を修正した場合

は、確定した基準年度の決算書を添付してください。

B： 現在（直近の決算実績）・・・報告時点に確定している直近の決算書実績報告

　　　　　　※報告年の前年３月～報告年の２月までの間の確定した決算書の数値

2

決算期（月日）が変更となります。以下のその１とその２

はどのようにするのでしょうか？

その１：事務局への連絡方法

その２：変更後の事業化状況報告（報告事項のうち「④現

在の状況」）の入力方法

その１について：サポートセンターへご連絡ください。

その２について：報告は毎年切れ目なく連続して入力することが必須です（次年の報告が前

年の控除額や収益納付額を前提とするため）。なお、報告で入力する期間損益に関する決算

数値は「12か月(365日)分」の損益計算書が基本となります。従いまして決算期変更では12

か月未満の決算書を『12か月（365日）分に補正※』して、各欄にご入力ください。

※12か月（365日）分に補正する方法の例～従来12月末日決算としていたものを、決算期

変更して「3月末日決算」にする場合、1月から3月までの「3か月」の実績を『3で割って

12倍する』ことで12か月分として補正して次回報告時に入力してください。

＜例外＞

季節変動等の影響が大きくあり、単純に実績月数で割って12倍すると本来の損益計算書と大

幅に異なる姿になる事業者様にあっては、補正することなくそのままの月数（＝12か月未

満）で入力することも可といたします。

ただし、最低賃金の条件や給与支給総額平均増加率の条件が未達成の場合で、返還免除の救

済規定を適用する場合は、必ず上記補正を実施して入力することが必要です。

＜補足＞

吸収合併等(決算期変更を伴う)を契機として、財産処分による補助金相当額の返還を行った

場合には、次回の事業化状況報告を最後に、その後は毎年の事業化状況報告等この事業に関

する各種義務は課されなくなります。

一方で、ものづくり補助金事業を引き続き継続する場合は上記の処理を経たうえでの毎年の

事業化状況報告の継続が義務付けられます。

規模の大きな企業Bが、規模の小さな企業Aを吸収合併した場合には「Aの決算に基づく基準

年度」が計算基点になりますので、最低賃金条件未達成の場合に適用される返還免除の救済

規定（付加価値額増加率計算）では「規定適用外」になることが想定されます。
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No. 質問 回答 更新履歴

【⑤製品情報について】事業化状況・知的財産権等報告システム 操作マニュアル（事業化状況報告）P.23をご参照ください

1

製品情報について記載できない場合は？ 製品情報は、補助事業の成果に基づく製品の販売を行っている場合に入力が必要ですので、

製品や試作品を作っていない場合は入力不要です。 2025/8/15修正

2

 原価算出表はどのように計算するのでしょうか？ 「当該事業の原価」➡会社全体の数値から補助事業で導入した設備やシステムが売り上げ等

に寄与した割合を算出し、入力してください。

「原価総額」➡損益計算書を基に会社全体の数値を入力してください。

3

製品とは何ですか？  ・試作品を量産化したもの。

・導入設備を活用して製造したもの。

・導入した設備を使用することによって伸びた売り上げ等の成果

  （サービス・生産性の向上など）等となります。

2025/8/15修正

【⑥決算書について】事業化状況・知的財産権等報告システム 操作マニュアル（事業化状況報告）P.31をご参照ください

1

 添付する決算書はいつのものを用いるのでしょうか？ 報告いただく数字の根拠となる、報告対象年度における直近の確定した決算書を添付してく

ださい。

 ※報告対象年度の前年３月～報告年の２月までの間の確定した決算書

2025/8/15修正

2

決算書の何を添付すればいいのでしょうか？ 「損益計算書」「製造原価報告書」「販売費及び一般管理費明細表（内訳）」を登録してく

ださい。

※「製造原価報告書」は、作成している場合のみご添付ください。
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No. 質問 回答 更新履歴

【⑦事業場の考え方について】

１

事業場内（事業所内）最低賃金の報告は、どこの最低賃金

を報告すれば良いでしょうか。事業場（事業所内）の範囲

や捉え方を教えてください。

交付申請の際に、「補助事業の主たる実施場所」として登録した事業場（事業所）の最低賃

金を報告してください。

補助事業の主たる実施場所とは、補助対象経費となる機械装置等を設置する場所、又は格

納、保管等により主として管理を行う事業場（事業所）をいいます。

もし、補助対象経費となる機械装置等を設置する場所、又は格納、保管等により主として管

理を行う事業場（事業所）が複数ある場合は、導入する機械設備等の補助金額が最も大きい

事業場を補助事業の主たる実施場所として登録してください。補助金額が同額の場合は、従

業員数が多い方を補助事業の主たる実施場所としてください。

なお、事業場（事業所）の範囲は労働基準法における事業場の範囲と同一の考え方であり、

工場や店舗等のように、継続的に作業が行われる場所を指します。場所を一つの単位として

捉え、同一場所にあるものは原則として一つの補助事業の実施場所とし、場所的に分散して

いるものは原則として別の実施場所とします。

2025/8/15追加

2

設備投資にあたり「システム構築」のみを補助事業で実施す

る場合の「主たる事業の実施場所」（事業所内最低賃金を報

告する場所）は、どこに定めればよいですか。

以下の４つを満たす場所を「主たる事業の実施場所」として申請してください。なお、この場所

は事業所内最低賃金を報告する場所となるだけではなく、補助金交付時の「確定検査」を実施す

る場所にもなり、下記を満たさない場合は補助金の交付を認められません。

①ものづくり補助金によって取得した無形資産を主に保管、管理、使用等をする場所であり、

「確定検査」の際にシステムの構築状況をPC等で表示しながら説明でき、第三者が目視で構築状

況を確認できる場所。ただし、無形資産を使用する場所が多く保管、管理、使用等をする場所の

特定が難しい場合は、「確定検査」の際にシステムの構築状況を説明できる場所であることを前

提として、「本社」を登録することも可とする。

②事業化状況報告時に「最低の時間給賃金で従事する従業員」を特定する際の調査対象となる従

業員が業務に従事している場所

③5年間合計6回の事業化状況報告にあたって変更すること無く通期継続して使用する場所（後年

の偶発事象発生により変更を余儀なくされた場合は除く）

④「バーチャルオフィス」や「コワーキングスペース」等に該当しない、補助事業者自身が登記

可能な場所

2025/8/15追加
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No. 質問 回答 更新履歴

【その他 全般事項】

１

「給与支給総額」について。年平均増加率（成長率）要件

の達成状況は毎年確認するのですか？

年平均増加率（成長率）の要件達成当否を判断するのは、事業計画が終了後の「1回だけ」

です。ただし、年平均増加率（成長率）の毎年の状況や算定基礎となる各科目（事業者様ご

とに使用科目等に多少の差異があります）を把握していただき、最後の1回の報告時に誤っ

た算定を回避することを目的として、毎年の入力を令和５年報告から求めております（返還

に直結する要件達成の当否判断は、期間中の報告では行いません）。

2025/8/15修正

２

公募要領本文の記載（例：１６次では１２，１４，１８，

３５の各ページ）では、 『補助事業を完了した事業年度

の翌年度以降、事業計画期間中の毎年３月末時点』とあり

ます。実際に第1回目の事業化状況報告を行う際の「補助

事業完了と決算期」との関係について説明してください。

事業化状況報告を円滑に運用するために、以下の通りの解釈で対応しております。

（１）補助事業を完了した事業年度・・・・額の確定日を含む事業年度

・「補助事業の完了＝額の確定」と読み替えることで事業化状況報告時期を明確にします。

・額の確定日を含む決算年度が「計画1年後」、その1年前の決算年度が「基準年度」となり

ます。

（２）翌年度以降・・・・・・・・・・・・事業化状況報告が必要となる時期。

・ただし必ずしも翌年度とはならないケースが現実的に存在しますので解釈は以下のとおり

とします。

<１>「の翌年度」・・・「翌事業年度末までの期間のうち、最初にやってくる3月末」

<２>「以降」・・・・・上記<１>以降

（３）毎年３月末時点・・・・・・・・・・「翌日4月1日から開始する事業化状況報告」

・単に「日付」を述べているのではなく、確認すべき時点としての「3月末」を指していま

す。

・その確認事項は、直前日「３月末時点」で把握可能な内容を、翌日である 4月1日からそ

の翌月5月31日の間に行う事業化状況報告で行います。

・従って「毎年3月末時点」とは「(毎年の)事業化状況報告」を意味しているものと解釈し

ます。
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